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 （総則） 

第１条 半島振興広域連携促進事業に係る半島振興広域連携促進事業費補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179

号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年

政令第255号。以下「施行令」という。）、国土交通省所管補助金等交付規則（平成12年総理府・建設

省令第９号。以下「交付規則」という。）、半島振興広域連携促進事業実施要綱（平成27年４月９日付

け国国地半第52号。以下「実施要綱」という。）その他の法令及び関連通知のほか、この要綱に定める

ところによる。 

 

 （事業実施主体、補助事業及び補助対象経費） 

第２条 補助金は道府県に交付するものとし、その交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）

は、実施要綱第６条に規定する半島振興広域連携促進事業計画に基づき、実施要綱第５条第３項に

規定する取組主体が実施する実施要綱第３条に規定する交流・定住促進事業、産業振興事業、防災

・物流強化事業とする。ただし、補助事業に要する経費を道府県が負担しない場合には、国は、取組

主体である市町村からの交付の申請を受理し、当該市町村に補助金を交付することができるものとす

る。この場合において、次項並びに第４条から第12条まで、第16条中「道府県」とあるのは「市町村」

と、別記様式第１及び第２中「道府県知事」とあるのは「市町村長」と、別記様式第２中「道府県」とある

のは「市町村」と、別記様式第３から第10まで中「道府県知事」とあるのは「市町村長」と読み替えるもの

とする。 

２ 補助金の交付の対象とすることができる経費（以下「補助対象経費」という。）及び道府県に対し交付

する補助金の額は、別表に定めるところによる。 

 



 （交付の申請） 

第３条 道府県は、補助金の交付を受けようとするときは、すみやかに別記様式第１の補助金交付申請

書を国土交通大臣（以下「大臣」という。）に提出しなければならない。なお、申請書には半島振興広

域連携促進事業計画を添付しなければならない。なお、当該計画が複数の道府県により作成されたも

のである場合にあっては、道府県は、当該計画のうち自らの道府県に係る補助金を明示しなければな

らない。 

２ 第２条第１項ただし書の場合には、市町村は、すみやかに別記様式第１の補助金交付申請書を大

臣に提出しなければならない。なお、申請書には半島振興広域連携促進事業計画を添付しなければ

ならない。なお、補助事業が複数の市町村によるものである場合にあっては、市町村は、当該計画のう

ち自らの市町村に係る補助金を明示しなければならない。 

 

 （交付の決定及び通知） 

第４条 大臣は、前条の申請に係る補助事業が適当であると認めるときは、補助金の交付を決定し、別

記様式第２の通知書により、その旨を道府県に通知するものとする。 

２ 大臣は、交付決定に際して、必要な条件を付すことができるものとする。 

 

 （交付申請の取下げ） 

第５条 道府県は、適正化法第９条第１項の規定により補助金の交付の申請を取下げようとするときは前

条の補助金交付の決定通知書を受けた日から起算して15日以内に別記様式第３により、その理由書

を添えて大臣に提出しなければならない。 

 

 （計画変更の承認等） 

第６条 道府県は、補助金の交付決定額の変更、補助事業の内容又は補助対象経費の配分の変更

（別表に定める軽微な変更を除く。）をする場合は、あらかじめ別記様式第４の申請書を大臣に提出

し、その承認を受けなければならない。 

２ 道府県は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、あらかじめ別記様式第５の申請書を大

臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 道府県は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業の遂行が困難となったときは

速やかに別記様式第６の報告書を大臣に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

 （状況報告） 

第７条 道府県は、大臣が必要と認めて指示したときは、補助事業の遂行状況を別記様式第７により大

臣に報告しなければならない。 

 

 （実績報告） 

第８条 道府県は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、補助事

業の完了した日（補助事業の廃止の承認を受けたときは、その承認の通知を受けた日。）から起算して



１箇月以内又は補助金の交付の決定を受けた日の属する年度の翌年度の４月10日のいずれか早い

日までに、別記様式第８の報告書を大臣に提出し、補助事業の実績の報告をしなければならない。 

 

 （額の確定等） 

第９条 大臣は、前条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地調査

等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第６条に基づく承認

をした場合は、その承認内容。）及びこれに附した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金

の額を確定し、別記様式９により道府県に通知するものとする。 

２ 大臣は、道府県に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が

交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。 

 

 （概算払の請求等） 

第10条 道府県は、補助金の全部又は一部について概算払又は精算払を受けようとするときは、別記

様式第10の概算払請求書又は精算払請求書を官署支出官国土交通省大臣官房会計課長に提出し

なければならない。 

 

 （交付決定の取消等） 

第11条 大臣は、第６条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲げる場合には、

第４条の交付の決定の全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。 

（１）道府県が、適正化法、施行令、実施要綱に基づく大臣の処分若しくは指示に違反した場合 

（２）道府県が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

（３）道府県が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 

（４）交付の決定後生じた事情の変更等により補助事業の全部又は一部を継続する必要が無くなった

場合 

２ 大臣は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付され

ているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 前項に基づく補助金の返還及び加算金の納付については適正化法第19条の規定を適用する。 

 

 （財産の処分の制限） 

第12条 道府県は、適正化法第22条の規定による大臣の承認を受けようとするときは、国土政策局長が

別に定める「国土政策局所管補助事業等に係る財産処分承認基準について（平成23年10月24日付

け国国総第44号）」によるものとする。 

 

 （取得した財産の管理） 

第13条 取組主体は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完

了後においても、当該事業の目的に従って効率的な管理運営を図らなければならない。 

２ 道府県は、取得した財産等について、別記様式第11の取得財産等管理台帳を備え、管理しなけれ



ばならない。 

 

 （利用状況等の報告） 

第14条 道府県は、補助事業の終了の翌年度から起算して５箇年間について、補助事業に係る施設の

利用状況等を当該年度の翌年度の４月30日までに報告しなければならない。 

 

 （帳簿等の整備） 

第15条 事業実施主体は、補助事業の経理について特別の帳簿を備えるとともにその内容を証する以

下に掲げる関係書類を整理し、他の経理と区分して、その収支を明らかにしておかなければならな

い。 

（１）予算決算関係書類 

予算書及び決算書 

（２）経理関係書類 

① 金銭出納簿 

② 証拠書類（見積書、請求書、入出金伝票、領収書、出荷伝票、荷受書及び借用証書等） 

（３）往復文書等 

広域連携促進計画、交付から実績報告及び財産処分等に至るまでの申請書類、交付決定及び

承認書類等 

（４）その他 

  その他本事業の実施に係る書類 

２ 帳簿等は補助事業終了の翌年度から起算して５箇年間整備保管しなければならない。 

３ 事業実施主体は別記様式第12の調書を作成しておかなければならない。 

 

 （指導、監督） 

第16条 大臣は、必要があると認めるときは、補助金の交付の目的を達成するに必要な限度において、補

助金の交付を受ける道府県に対し、補助金の使途について必要な指示を行い、報告書の提出を命じ、

又はその状況を実地に検査することができる。なお、これらの対応については、デジタル技術を活用

した手法（例えば、ウェアラブルカメラ及び音声通話の併用によるリアルタイム動画通信並びに音声

による質疑応答を可能とする手法等）によることができる。 

 

 

 

   （附 則） 

 この要綱は、平成27年度予算の成立の日から施行する。 

 

（附 則） 

 この要綱は、平成29年４月１日から適用する。 



 

（附 則） 

 この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

 

（附 則） 

 この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 

 

（附 則） 

 この要綱は、令和７年４月１日から適用する。 

 



別記様式第１ 
 

番   号 
年 月 日 

 
国土交通大臣 殿 
 

道府県知事 
氏 名  

 
○○年度半島振興広域連携促進事業費補助金交付申請書 

 
 ○○年度において、半島振興広域連携促進事業を実施したいので、半島振興広域連

携促進事業費補助金交付要綱第３条の規定に基づき下記の通り申請します。 
 

記 
 
１ 事業名 
 
２ 交付申請額   金         円 
 
３ 経費の区分 

（単位：円）   
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  

事業項目 交付申請額 備考 

交流・定住促進事

業 
  

産業振興事業   

防災・物流強化事

業 
  

計   



別記様式第２ 
 

番   号 
年 月 日 

 
道府県知事 殿 
 

国土交通大臣   
 

○○年度半島振興広域連携促進事業費補助金交付決定の通知について 
 
 ○○年○月○日付け第  号で申請のあった ○○年度半島振興広域連携促進事

業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第６条第１

項の規定により、下記の通り交付することに決定したので、同法第８条の規定により

通知する。 
 

記 
 
１ 補助金交付の対象となる内容は、 ○○年○月○日付け第  号で申請のあった 

○○年度半島振興広域連携促進事業費補助金交付申請書（以下「申請書」という。）

のとおりとする。 
 
２ 補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。ただし、補助事業

の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額について

は、別に通知するところによるものとする。 
 
  事業名 
   総事業費            円 
   補助金の額           円 
 
３ 補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の

額の区分は、申請書の経費の配分欄記載のとおりとする。 
  



 
４ 補助金の額の確定は、補助事業に要した配分経費ごとの実支出額の合計額に２分

の１を乗じて得た額と、配分経費に対応する補助金の額（変更された場合は変更さ

れた額とする。）とのいずれか少ない額とする。 
 
５ 事業実施主体及び取組主体は、本決定通知に定めるもののほか、補助金に関する

法令、半島振興広域連携促進事業費補助金交付要綱、半島振興広域連携促進事業実

施要綱に従わなければならないものとする。 
 
６ 道府県は、本補助金に係る間接補助金の交付を決定するときは、当該交付額にか

かる間接補助金相当額を遅滞なく間接補助事業者に交付しなければならない。 
  



別記様式第３ 
 

番   号 
年 月 日 

 
国土交通大臣 殿 
 

道府県知事 
氏 名  

 
○○年度半島振興広域連携促進事業費補助金交付申請取下げ書 

 
 ○○年○月○日付け第  号をもって申請した半島振興広域連携促進事業費補助

金の交付申請は下記により取り下げたいので半島振興広域連携促進事業費補助金交

付要綱第５条の規定により申し出ます。 
 

記 
 
１ 事業名 
 
２ 理 由 
  



別記様式第４ 
 

番   号 
年 月 日 

 
国土交通大臣 殿 
 

道府県知事 
氏 名  

 
○○年度半島振興広域連携促進事業費補助金交付決定変更申請書 

 
 ○○年○月○日付け第  号で交付決定通知のあった半島振興広域連携促進事業

費補助金について、下記の通り計画を変更したいので、半島振興広域連携促進事業費

補助金交付要綱第６条第１項に基づきその承認を申請します。 
 

記 
 
１ 変更事項及び理由 

変更事項 変更申請の主たる理由 

  

 
２ 変更の内容 
（１）交付決定額の変更 

交付決定額 変更増減額 変更額 摘要 

    

 
（２）補助事業の内容及び経費の配分の変更 
   変更事項ごとに別記様式第１に変更前と変更後の欄を設け、変更前と変更後の

内容が対比できるように作成すること 
  



別記様式第５ 
 

番   号 
年 月 日 

 
国土交通大臣 殿 
 

道府県知事 
氏 名  

 
○○年度半島振興広域連携促進事業中止（廃止）承認申請書 

 
 ○○年度半島振興広域連携促進事業を下記の通り中止（廃止）したいので、半島振

興広域連携促進事業費補助金交付要綱第６条第２項の規定によりその承認を申請し

ます。 
 

記 
 
１ 事業名 
 
２ 中止（廃止）の理由 
 
３ 中止（廃止）後の措置  



別記様式第６ 
 

番   号 
年 月 日 

 
国土交通大臣 殿 
 

道府県知事 
氏 名  

 
○○年度半島振興広域連携促進事業事故報告書 

 
 ○○年度半島振興広域連携促進事業に事故が生じたので、半島振興広域連携促進事

業費補助金交付要綱第６条第３項の規定により下記の通り報告します。 
 

記 
 
１ 事業名 
 
２ 補助事業の進捗状況 
 
３ 事故の内容及び原因 
 
４ 補助事業に係る収支予算、事故発生までに要した経費の収支状況及び補助金の

交付決定額 
 
５ 事故に対してとった措置及びとるべき措置  



別記様式第７ 
 

番   号 
年 月 日 

 
国土交通大臣 殿 
 

道府県知事 
 氏 名  

 
○○年度半島振興広域連携促進事業遂行状況報告書 

 
 このことについて、半島振興広域連携促進事業費補助金交付要綱第７条の規定に基

づき、下記の通り報告します。 
 

記 
 
１ 事業名 
 
２ 補助事業の遂行状況の概要 
 
３ 補助事業費に係る収支の概要 
 
４ 補助事業の完了予定日 
 
  



別記様式第８ 
 

番   号 
年 月 日 

 
国土交通大臣 殿 
 

道府県知事 
氏 名  

 
○○年度半島振興広域連携促進事業実績報告書 

 
 ○○年○月○日付け第  号をもって補助金の交付決定の通知のあった半島振興

広域連携促進事業について、下記の通り事業を実施したので、半島振興広域連携促進

事業費補助金交付要綱第８条の規定により、その実績を報告します。 
 

記 
 
（以下、別記様式第１に準じて作成すること） 
 
（注）添付書類 （必要なものを添付すること） 
 １ 経費の区分                 （２部） 
 ２ 契約書等の写し               （２部） 
 ３ 竣工検査調書の写し             （２部） 
 ４ 出来高設計書（計画書）           （２部） 
 ５ 設備購入等契約書の写し（検査調書等を含む） （２部） 
 ６ 施設等の施工状態が判断できる写真      （２部）  



別記様式第９ 
 

番   号 
年 月 日 

 
道府県知事 殿 
 

国土交通大臣   
 

○○年度半島振興広域連携促進事業費補助金交付額確定の通知について 
 
 ○○年○月○日付け第  号で提出のあった○○年度半島振興広域連携促進事業

実績報告書に基づき、補助金の額を金    円に確定したので、半島振興広域連

携促進事業費補助金交付要綱第９条の規定により通知する。 
 
  



別記様式第１０ 
 

番   号 
年 月 日 

 
官署支出官 
国土交通省大臣官房会計課長 殿 
 

道府県知事 
氏 名  

 
概算払（精算払）請求書 

 
 ○○年○月○日付け第  号をもって交付決定（額確定）通知のあった  年度半

島振興広域連携促進事業費補助金について、概算払（精算払）を受けたいので、下記

の通り請求します。 
 

記 
 
        事業名 
        請求金額        金          円 
        内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
振込先 銀行・支店名：  銀行   支店 
    口 座 名 義 ： 
    口 座 番 号 ： 
 

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。 
  本件責任者：（道府県名・部署名・氏名）   

連絡先：（「代表番号＋内線」、「直通番号」等）      

担当者：（道府県名・部署名・氏名）     
連絡先：（「代表番号＋内線」、「直通番号」等）      

国庫補助金  

既概算交付額  

今回請求額  

差引残額  



別記様式第１１ 
 
 

半島振興広域連携促進事業 取得財産等管理台帳 
（令和  年度） 

 

取得者の氏名名称 
 

財産名 
 

規格 
 

金額（円） 
 

取得年月日 
 

耐用年数 
 

保管・設置場所 
 

備考 
 

 
  



別記様式第１２ 
令和  年度半島振興広域連携促進事業費補助金調書 

 
国土交通省所管 国土交通本省                                   （事業実施主体名） 

国 事業実施主体  

歳出予

算科目 

交付決

定の額 
補助率 

歳  入 歳  出 

備考 
科目 

予算 

現額 

収入 

現額 
科目 

予算 

現額 

うち国庫交

付金相当額 

支出済

額 

うち国庫交

付金相当額 

翌年度

繰越額 

うち国庫交

付金相当額 

              

 
１ 「国」の「歳出予算科目」は、項及び目を記載すること 
２ 「事業実施主体」の「科目」は、歳入にあっては款、項、目、節を、歳出にあっては款、項、目をそれぞれ記載すること 
３ 「予算現額」は、歳入にあっては当初予算額、追加更正予算額等の区分を、歳出にあっては当初予算額、追加更正予算額、予備費、支出額、流

用増減額等の区分を明らかにして記載すること 
４ 「備考」は、事業名及び参考となるべき事項を適宜記載すること 
５ 補助事業等の事業実施主体の歳出予算額の繰り越しが行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る交付金等についての調書の

作成は本表に準ずること。この場合において、地方公共団体の歳入の「科目」に「前年度繰越金」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入
済額」の数字下欄に国交交付金額を内書（）をもって附記すること  



別表（第２条、第６条関係）                                                      

事業 経費 補助金の額 軽微な変更 

事業内容の変更 経費の配分の変更 

 

半島振興広域

連携促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（交流・定住促進事業） 

 半島振興対策実施地域をその区域に含む

道府県、市町村（当該市町村によって構成

される一部事務組合を含む。）及び民間団

体等で構成された協議会が、半島振興広域

連携促進事業計画に基づいて行う交流・定

住促進事業に要する経費 

 

 

 

 取組主体が道府県、市町村（当該市町村

によって構成される一部事務組合を含む。）

及び民間団体等で構成された協議会に対し

て、要する経費の２分の１以内 

 

 

 

次に掲げる変更以外の

変更 

(1)取組主体の変更 

(2)事業の実施場所の

変更 

(3)事業の実施時期(お

おむね３箇月以内の時

期の変更を除く。)の変

更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に掲げる変更以外の

変更 

(1)総事業費の２割を

超える増減 

(2)複数の取組主体間

における流用（それぞ

れの取組主体の事業費

のうちそのいずれか少

ない額の２割を超えな

い額の流用を除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（産業振興事業） 

 半島振興対策実施地域をその区域に含む

道府県、市町村（当該市町村によって構成

される一部事務組合を含む。）及び民間団

体等で構成された協議会が、半島振興広域

連携促進事業計画に基づいて行う産業振興

事業に要する経費 

 

 

 

 取組主体が道府県、市町村（当該市町村

によって構成される一部事務組合を含む。）

及び民間団体等で構成された協議会に対し

て、要する経費の２分の１以内 

 

 

（防災・物流強化事業） 

 半島振興対策実施地域をその区域に含む

道府県、市町村（当該市町村によって構成

される一部事務組合を含む。）及び民間団

体等で構成された協議会が、半島振興広域

連携促進事業計画に基づいて行う防災・物

流強化事業に要する経費 

 

 

 

 取組主体が道府県、市町村（当該市町村

によって構成される一部事務組合を含む。）

及び民間団体等で構成された協議会に対し

て、要する経費の２分の１以内 

 表中の経費は、謝金、旅費、消耗品費、臨時職員雇用経費、印刷製本費、通信運搬費、雑役務費、調査研究費、広報経費、会場借料、システム開発経費

等とする。 


